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研究成果の概要（和文）： 本研究は，危機対応マネジメント育成のための社会系教科授業のインストラクショ
ナルデザイン開発を目的とするものである。危機対応マネジメントは，災害大国である日本にいる限り，重要な
視点である。 我々は，国や自治体の対策の公助に依存しきるのではなく，あるいはそれらを最大限に活かすた
めにも，自助と互助，共助の意識と行動が大切であり，子どもの危険予測・回避能力の伸長につなげる危機対応
マネジメントの育成が求められている。本研究は，社会情勢や突発的な災害や事故，犯罪などの状況に対応でき
る子どもの育成を目指した社会系教科授業デザイン開発によって，社会系教科教育のさらなる基盤形成となるも
のである。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is instructional design of the social studies 
department research for the crisis response management training．Crisis response management is an 
important point of view as long as you are in Japan, a disaster-prone country. We do not rely 
entirely on public assistance for national and local government measures, or in order to make the 
best use of them, awareness and actions of self-help,cooperation, and mutual assistance are 
important, and children's ability to predict and avoid danger. There is a need to foster crisis 
response management that will lead to growth in the world.This research will further form the 
foundation of the social studies department research by developing a social studies department 
research lesson design aimed at fostering children who can respond to social situations, sudden 
disasters, accidents, crimes, and other situations.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　社会系教科授業の取り組みや授業実践を収集し，分析することで，危機対応マネジメント育成を図る社会系教
科授業の役割と機能を究明し，協働的問題解決に関わる理論構築の理論的背景を社会的構成主義に求め，フレー
クワークを提示し，危機対応マネジメント育成を図る社会系教科授業の新しい形態を社会系教科教育体系に組み
込むための授業構造を解明した。危機対応マネジメント育成を視点にして，学習者の認識内容の質的変容と主体
的関与を保障するために，学習者の理論形成のための方法として，Webの手法を援用した知識構築型ウェッビン
グ法を開発したことは，今後の社会系教科教育研究を発展させる基盤を形成することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 先進諸国の教育改革や日本の教育課程改革の方向性は，コンテンツ・ベースからコンピテ
ンシー・ベースのカリキュラム編成へと大転換がなされている。しかし，コンピテンシー・ベー
スが強調されることで，どの教科でも使えるような汎用的能力の育成に力点が置かれ，学校現場
では，教科の固有性が薄れ，特に，内容教科である社会系教科は，知識内容を明示せずに活動主
義に陥っている傾向も散見されている。教科固有のリテラシーを踏まえた資質・能力の育成が示
されなければ，社会系教科の地位は確実に低下する。社会系教科では，教育内容を構成する歴史
学や地理学などの諸学問のリテラシーを想定して方略を探らなければ，特に初等段階での社会
科は総合的な学習の時間と，峻別されない状況が続くのではないか。社会系教科授業は，今こそ
原点に立ち返り，教師は，何を教えるべきか，なぜ，それが重要なのかを意識することから始め，
歴史的意義のある内容が，さらにより大きなテーマにつながっていくことを考えないといけな
い。そこで，注目したのがインストラクショナルデザインである(1)。 
(2) インストラクショナルデザインとは，学習効率向上のためのシステム工学的手法であり，
一般的には，ＡＤＤＩＥモデルと呼ばれる流れがある。グローバル化や情報化が進展する中で，
予測できない未来に対応するには，社会の変化に受け身で対応するのではなく，主体的に向き合
って関わり，自分の可能性を最大限に発揮して，よりよい社会と幸福な人生を自ら創り出してい
くための社会に開かれたカリキュラムの編成や具体的な授業レベルで研究していく必要がある。
解き方が予め定まった問題を効率的に解けるような力を育むだけでなく，社会の変化の中で，社
会的・職業的に自立した人間として，伝統や文化に立脚し，高い志と意欲をもって，他者と協働
しながら新たな価値を生み出していくことなど，新しい時代に求められる資質・能力を確実に育
成していくことが求められている。 
(3) 危機の概念は，危機が生ずる次元や危機自体の内容に応じて，さらには危機が人災である
か天災であるかなどによって，極めて多岐にわたる。また，個人の次元から国内および国際社会
へと諸々の組織の次元において生ずる不測の緊急事態である。そうした事態を事前に予防し，危
機発生後の対応措置を可及的速やかに講ずることが必要とされている。1995 年の阪神・淡路大
震災と 2011 年の東日本大震災を契機として，2018 年 7 月の西日本を中心とした河川の氾濫や
洪水，土砂災害，さらに 9 月の台風による被害拡大後に見られる対応には数々の課題が浮き彫
りになっている。この危機対応は，政府や自治体レベルだけでなく，各個人に求められてくる問
題である。この危機対応のために必要な視点がマネジメントである(2)。 
 
２．研究の目的 
(1) これからの時代には，平和で民主的な国家及び社会の形成者として求められる力や，安全
な生活や社会づくりに必要な資質・能力を育んでいくことが必要である。インターネットが普及
した現代における学校教育においては，ＩＣＴの積極的活用やスマートボード，タブレット端末
の活用など，多様なデジタル・コンテンツを活用していくリテラシーはもちろんのこと，情報や
情報手段を主体的に選択し活用していく情報活用能力が生きていく上での欠かせないライフス
キルになっている。物事を多角的・多面的に吟味し見定めていく批判的思考力，統計的な分析に
基づき判断する力など，思考するために必要な知識やスキルを使いこなすことの重要性が指摘
されているが，これらの育成に社会系教科が担う役割は大きい。特に選挙権年齢が 18 歳に引き
下げられ，ますます 18 歳段階で身に付けておくべき力を明確にすることが求められている。こ
のことは同時に，地域の社会関係資本（ソーシャル・キャピタル的発想＝地域にある人・モノ・
ことすべて貴重な資源である）や校種間の連携など，ホリスティックな学びや総合化の視点が求
められる。社会系教科は，グローバル化への対応や持続可能な社会づくりのための学習，世界の
国々との関わりや我が国の政治の働きへの関心を高める学習，社会参画への手掛かりを得させ
るために，身に付けた概念を現実の社会的事象と関連付けて理解させる学習など多様な学習を
組み込んだ授業デザインが必要である。 
(2) これまで，危機対応マネジメント育成に関わって，６年間に渡り，社会系教科のカリキュ
ラムや授業評価スタンダード，協働的問題解決による授業デザインのあり方を探ってきた。「災
害大国」日本にいる限り，災害を防ぐことはできない。我々は，国や自治体の対策に依存しきる
のではなく，あるいはそれらを最大限に活かすためにも「自助・共助」の意識と行動が大切であ
り，児童の危険予測・回避能力の伸長につなげる危機対応マネジメントの育成が求められている。
その教育の中心に位置づくのが，社会系教科教育である。本研究が，社会情勢や突発的な災害や
事故，犯罪などの状況に対応できる子どもの育成を目指して，より具現化・可視化された社会系
教科の授業によって，危機対応マネジメント育成を図る社会科系教科教育のさらなる基盤形成
としたい。 
 
３．研究の方法 
本研究は，インストラクショナルデザインによる危機対応マネジメント育成のための社会系教
科授業開発を目指して，次の手順で研究を進めていく。①我が国における社会系教科カリキュラ



ム及び授業実践事例を収集する。②危機対応マネジメントに関わる実践校を選定し,各学校での
取組を概査する。その際，分析は，学校現場と協働で取り組む。③インストラクショナルデザイ
ンを組み込んだ社会系教科授業の基本的なフレームワークを構築する。④実践事例のデータベ
ースの開発とリソースの整理・編集を行い，分析対象の事例を選択し，Ｒ－ＰＤＣＡサイクルの
観点から，インストラクショナルデザインの構成要素を策定する。⑤インストラクショナルデザ
インによる社会系教科授業デザインの開発，実践，評価を行うことで実証的な研究にする。⑦研
究成果を公表する。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究では，まず，日本における先進的な社会系教科授業の取り組みや授業実践，カリキ
ュラム，テキストなどを収集し，分析することで，危機対応マネジメント育成を図る社会系教科
授業の役割と機能を究明している。次に，協働的問題解決に関わる理論構築を行うために，その
理論的背景を社会的構成主義に求め，フレークワークを提示している。さらに，危機対応マネジ
メント育成を図る社会系教科授業の新しい形態を社会系教科教育体系に組み込むための授業構
造を解明し，その具体的な社会系教科カリキュラム案を提示している。 
(2) 危機対応マネジメント育成を視点にして，学習者の認識内容の質的変容と主体的関与を保
障するために，学習者の理論形成のための方法として，情報を一つのトピックとして捉え，関連
づけていく Web の手法を援用した知識構築型ウェッビング法を開発している。この危機対応マ
ネジメント育成と社会系教科授業を結びつけた授業を究明し開発できたことは，今後の社会系
教科教育研究を発展させる基盤を形成することができたと考えている。 
(3) 社会系教科は，そもそも子どもが中心になって，子どもが生きている社会を研究するため
の教科である。現代の複雑な社会情勢や子どもの実態に応じた授業へと改革していくためには，
本研究では，その学習理論を社会的構成主義に求め，仮説推論的な学習方法の提案をしている。
この仮説推論的な学習方法に基づく授業は，教師が，学習者に授業内容を教授したり，その獲得
方法を指導したりするこれまでの授業と本質的に相違するものである。教師の立場は，学習者に
対する促進者であり，協力者となる。授業内容となる知識は，学習者の主体的関与から独立して
客観的に存在するものではなく，学習者が社会的交流を通して，主観的に創り出していくものと
なる。各学習者の学習スタイルを重視し，社会的交流を図り，知識を構築していくものである。
(4) 本研究期間である 2019 年～2022 年は，まさに新型コロナウイルス感染拡大との闘いで，
研究会や研究授業を実施したくても共同研究者が一同に介して対話できる機会を失ったが，対
面で実施できないために，Zoom や Teams を活用したオンライン会議がスタンダードになってき
たことは意義深い。その学びもこれまでの一人が自分の力で個別に成長していくだけでなく，他
者との協働で知を構築していく流れがスタンダードになりつつある。 
(5) 今後のインストラクショナルデザインを考慮すれば，エドテック活用が鍵になってくるだ
ろう。図７に示したように，教育内容と学習目標，評価方法という３つの要素が核になり，改善
を繰り返すしかない。学校現場でも GIGA スクール構想が推進され，児童・生徒にも一人一台端
末がスタンダードになりつつある。日本のネット環境があまりにも脆弱であることを改めて知
る機会にもなったが，確実に，進展していることは間違いない。このような社会の変化に対応し
ていくために，個々の学び（個別最適な学び Adaptive Learning）と協働的な学び Collaborative- 
Learnig がこれまで以上に重要であることが明確になっている。つまり，授業内容となる知識は，
学習者の主体的関与から独立して客観的に存在するものではなく，学習者が，授業という枠組み
の中で主観的に創り出していくものであることが当たり前になってきている。学習者が，社会
的・文化的交流を図りながら，知識を構築していくこと。これが，今後求められている新しい学
びの姿である。 
(6) 社会系教科授業は，学習者自身が，協働的問題解決を図る中で，社会的交流を図り，教師
や仲間の援助や協力によって，教材を構築していくことで，授業を創造していく形態になってく
る。知識構築型ウェッビング法は，授業という枠を越えて，社会で生きていくための知的な武器
と成り得る。問題を発見し，その解策やその後の見通し，新しいつながりを構築していくことが
目的だからである。全体と部分の構造や関係を明らかにしていくことで，問題の本質に迫ってい
く。知識構築型ウェッビング法による概念操作によるキーワードの発見と融合による新しい関
係の構築によって，自己認識形成も図れることが目指されるべきである。本研究が，新たな社会
系教科授業デザイン開発への再スタートになるとともに，文化創造としての貴重な授業実践に
つなげられるように，これからも研究活動を続けていきたいと思っている。 
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